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論 文 内 容 要 旨
日本は有数の津波被災国であり,1890年以降でも150回近い津波が発生した.日本の平野部は,国土の約30%
以下で,その多くが沿岸部である.近代では,この沿岸を中心に工業地帯が開発され,住宅地も多い.この結果,
津波被災のインパク トが大きくなることが懸念されており,国をはじめ,津波に関する研究の必要性は大きくな
っている.電力土木分野においても,沿岸には発電所,また住宅や工業地域を支えるための給電設備が整備され
ており,津波災害に対する備えは必凄である.
原子力発電所は,基幹の電気エネルギー供給設備の一つとして,日本の経済発展を支え,また持続可能な日本
社会を安定に維持するためにも重要であり,その安全性には最新の研究成果を生かして,安全 ・安心を追求する
必要がある.現在,電気事業における津波評価において,各発電所に対して最も影響を与える津波 として設計想
定津波を決定し,その影響を検討している.設計想定津波の選定に当たっては,一定の条件下において多数の地
震を発生させてその中から影響の大きいものを選び出しており,確定論的な手法である.
近年,原子力発電所におけるリスク評価に関しては,確率論に基虜 、たリスク情報の活用が有効であると指摘
されてお り,それをうけて地震動評価等に関しては,確率論的な手法の整備が進んでいる,それに追随する形で
津波についても確率論的な評価手法の研究が実施されている.これは確定論で設定した設計想定津波が確率的に
どの程度の位置付けにあたるものかを確認することが最初の目的であ り,評価対象は津波による最大水位上昇と
最大水位低下量にとどまっている.浸水や引波による水位低下の結果,原子力発電所に与える影響すなわち 「残
余 リスク」を評価 し,必要 な対策を立案するには,津波というリスク事象に対する各機器への影響を確率的に評
価 して,その影響を順位付ける必要がある.すなわち,実際の原子力発電所における機器を対象にした津波リス
クによる影響の評価が必要である.
また,津波のハザー ド評価においては,津波発生(波源》,海洋伝播,沿岸挙動の3つ が基本となり,これらの
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再現には,津波数値計算モデルが用いられる.数値計算手法は,地震による海底地殻変動の評価手法確立やコン
ピュ 一ーターシ ミュレーションの発達を受けて1970～1980年代にかけて整備され,30年以上経過した成熟した技
術ではある.しかし,海底地殻変動の複雑 さや沿岸地形データの高精度化などにより,その計算手法には,明確
な基準がないパラメターが存在する。
以上の背景を基に,本研究では,津波ハザー ドの評価について津波波源と海域の津波挙動に関する評価につい
て言及 した上で,発電所における津波 リスク評価手法を構築することを目的としている.この成果は,さ らに地
震など他の事象も含めた総合的な リスクマネジメン トシステムへ将来は取 り込むことができると考えている.本
論文は6章 から構成 されており,その内容を以下に示す,
第1章 では,本論文の背景,目的,既往の研究整理,構成を示 した.
第2章 では,津波波源に関して,海底地殻変動と水面応答の水理実験,複雑な海底地殻変動における断層の動
的パラメターに関する数値実験,この2つ を実施した.前者では,海底地殻変動過程において,最終変位よりも
大きな変位(最大変砌 が存在する場合には,発生する津波の大きさ}ま最終変位ではなく,最大変位で規定される
一結果となった.実際の海底地殻変動で,このような事実が記録された例は見られないが,津波の数値解析結果が,
実灘 吉果より小 さくなるケースはしばしばみられ,数値解析の入力条件である海底地殻変動よりも,大きな最大
変位が地殻変動過程で発生している可能性が否定することはできない.ただし,津波ハザー ドを設定する立場か
らは,現状では最終変位と最大変位に関する知見がないため,取 り込む理由は見当たらない.
後者では,複雑iな海底地殻変動分布であるほど,断層の動的な破壊過程が津波挙動に影響があることを示した.
津波ハザー ド解析において,1)海域の断層内にアスペリティが複数存在する場合,2)南海地震と東南海地震のよ
うに2つ大きな地震が一日以下の短時間内で発生する場合,これらの2つのケースについては,断層の動的パラ
メターについて留意する必要があると考えられる,このような場合には,動的パラメターを考慮 して検討すべき
である.
第3章 では,発生 した津波の浅海から陸上における挙動について,3つの研究を実施 し,津波ハザー ド評価に
必要 な知見について,整理した.まず,津波計算の格子間隔にっいて,従来,津波波長の1120が一つの基準と言
われていたが,地形特性に応じて格 子間隔を決定する必要があることを示 した.具体的には,1998年パプァ ・ニ
ューギニア地震津波では,大陸鵬斜面の端部でレンズ効果により津波がシッサノラグーン前面に集中したこと,
その大陸棚斜面では,格子幅 を200m以下にする必要がある.また,浅海域では100m収斂して前面勾配が発達
した津波に対 しては,1001n以下の格子幅が必要 である.また,1993年北海道南西沖地震津波の30mを越える
打ち上げ高は,沿岸地形の効果により,幅10m以下の谷奥で異常に遡上した値であり,数値計算で再現するに
は,谷地形を模擬可能な5m程度の格 子間隔が必要である.また,遠浅海岸における津波のソリトン分裂の発達
と砕波現象を模型実験で再現 し,その実験結果をより忠実に再現する数値モデルを提案した.本モデルにより,
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防波堤 や護岸においてソリトン分裂波が砕波して衝撃的な波力を発生するか否かを推定することが可能である.
なお,浅海域の格子幅 はソリトン分裂波の波長を考慮すると10m以下が必凄 と考えられる・
第4章では,発電所におけるリスク評価方法を提案した(図一1).まず,
発電所におけるリスク事象を抽出するために,過去の発電所における地
震及び津波の被災事例を示 した.それを受けて,津波による発電所周辺
での現象と発生す可能性のあるリスクを抽出した.その リスクの被害シ
ナ リオを明らかにするために,イベントツ リー により各影響の発生過程
を明らかにし,フォール トツリーによって リスクと影響の依存関係を分
析 ・整理することが可能である.特にフォール トツリー は,異なるリス
クが,一つの影響に対してどのように関係 ・作用するかを明らかにでき
ることを示 した。次に,リスクを定量的に評価 ・比較するための手法と
して,ハザー ドカーブや リスクアップの作成方法について言及 した.さ
らに,津波を発生させるための地震の想定方法について述べた後に,津
波数値計算における基礎方程式の選定方法について提案した.また,流
体力の評価について既存の成果をまとめて,波力に関する確率評価が可
能であることを示 した.
津波リスク評価の流れ
被害シナリオ
リスクとその影響抽出
断層の想定
地震発生確率
津波数値計算
数値計算結果処理
リスク評価
防災・減災施策
定期的な評価
・リスク現象の変化
・設備の変化
図一1津 波 リスク評価
第5章では,沿岸に原子力発電所が立地された仮i的な場を想定 し,プレー ト境界沿いに発生する地震に対す
る津波に関するリスク評価のケーススタディを実施 した.具体的には,地震の発生確率および外力の評価手法を
用いて,数値計算により発電所サイ トにおける津波による最大水位,最低水位,及び津波波力に関するハザー ド
曲線を作成 し,各対象機器における津波による影響の発生確率を評価し,津波リスクによる影響の順位付けを行
った.さらに,影響による総損失を考慮して,リスクマップを作成 し,複数の津波による影響を可視化 した・こ
の リスクマップは,リスクの影響を比較ナることが可能であり,さらに,対策を実施後のリスクの現象を把握す
ることが可能である.最後に,4章で明らかになった,相互関係のあるリスクとして取水障害を取り上げて,水
位上昇(浸水)と水位低下について検討 し(図・2),取水障害に対しては,電源喪失のリスクを無視できないことを明
らかにした.
第6章では,本研究によって得られた成果をまとめて結論とした.今後,津波 リスク評価モデルの高精度化の
ためには,津波漂流物による破壊力評価や油などの流出物拡散など評価物理現象の多様化,総損失量の高度化や
間接被害の評価,これらの課題が必要 と考えられる.
716
(a)
9
25m
ポンプ飲 口
十
'プ本体
、L
0,1
o,01
陰
蹇1匹3
嶇4
1E.5
0.1
O.Ol
毒
罨IE'3
1E4
1E・5
(b)
4.04.55.05.56.0
最大 水 位(m)
(c)
0.0運},5-ID-1.5-2.0・2.5-3.0
最 低水 位(m)
図・2発電所の取水ポンプに関するハザー ド曲線によるリスク評価
(a)取水ポンプ本体と取水口飲み口の概要図
(b)取水ポンプの最大水位に関するハザー ド曲線,+4.Om:ポンプ樟 害
(c)取水ロポンプ飲み口の水位低下に関するハザー ド曲線,・2.5m:取水障害
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論文審査結果の要旨
沿岸部には発電所など重要な施設があり津波に対して安全性を評価する必要があるが,現在,
浸水影響の評価に留まっている・特に,発電所だけでなく取水 ・排水設備,港湾施設などが多岐に
あることが,困難さを増 している.以 上の背景を基に,本研究では,津波ハザー ドの評価にっい
て津波波源と海域の津波挙動に関する評価について言及し津波 リスク評価手法を構築することを
目的としている.その内容を以下に示す,
第1章では,本論文の背景,目的,既往の研究整理,構成を示した.
第2章では,津波波源に関して,海底地殻変動と水面応答の水理実験,複雑な海底地殻変動にお
ける断層の動的パラメターに関する数値実験を実施した.海底地殻変動過程において,最終変位よ
りも大きな変位が存在する場合には,津波は最大変位で規定される結果となった,この結果は新し
い知見を示すものである.
第3章では,発生した津波の浅海から陸上における挙動について,津波ハザー ド評価に必要な知
見について整理した・計算格子間隔について,従来波長に対する基準があるが,地形特性に対する
影響も入れる必要があることを示した.津波ハザー ド評価には,重要な結果である.
第4章では,発電所におけるリスク評価方法を提案した.発電所におけるリスク事象を抽出する
ために 過去の発電所における地震及び津波の被災事例を示した.イベントツリーにより各リスク
発生過程を明らかにし,フォール トツリーにより影響の依存関係を分析 ・整理することができた.
津波関連の評価としては初めての成果である.
第5章では,沿岸に仮想的な場を想定し,プレー ト境界地震に対する津波に関するリスク評価の
ケーススタディを実施した.地震発生確率および外力の評価手法を用いて,発電所サイ トにおける
最大水位,最低水位,及び津波波力に関するハザー ド曲線を作成し,各対象施設における影響の発
生確率を評価 した.さ らに,影響による総損失を考慮してリスクマップを作成 し,複数の津波によ
る影響を可視化出来た.
第6章では,本研究によって得られた成果をまとめて結論とした
以上の成果 は,信 頼 できる数値解析手 法に よりハザー ド曲線 を提案 し,各施設 にお ける津波 リス
クを評価で きる手法 を提案 できた.今 後,発 電所だけでな く重要施設に も応用で きる結果 であ り,
津波 工学の発展へ大 き く寄与で きる と期待 できる.
よって,本 論文は博士(工学)の学位論文 として合格 と認 める.
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